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2016年 8 月25日 第20号

万　防　時　報
万引防止サミット in　TOKYO 2017 準備号

　昨年10月、米国で開催した万引防止国際サミットで得た大きな感動を、わが国の万引に関わる多くの方々に共有して
もらう機会があればと考えておりました。今年の3月にその概要を皆さんに伝える機会があり、その反響の大きさを見て、
ますますその必要を感じたところです。
　私たちは、全米小売業協会とフロリダ大学の推計で米国における万引被害額は5兆円に上ること、多くの小売業者が
万引問題に悩んでおり、ここ15年ほどの間に本格的な取り組みをはじめ、現在では多くの小売業者が、自らはもちろん
関係の業者とタッグを組み、また、警察その他の関係者と垣根を越えた協働を作り出していることを知りました。
　そこで学んだことが、当機構の今後の活動の方向性を大きく転換するきっかけとなりました。私たちは、万引を減少
させる実行部隊として具体的な防止活動の母体となり、万引防止の関係者を繋ぐ港になろうと決意しました。
　幸い、当機構は、これまでに10年を超える活動の実績があり、その過程で多くの方々と協力関係を築いてきました。
これらの方々との協働をさらに強めていきたいとも考えました。そこで、わが国で万引防止サミットを開催することと
併せ、全国で万引問題にかかわる方々に呼びかけ、一堂に会する機会を作ることとしたのです。これにより、米国関係
者との意見交換、全国の万引防止協議会相互の経験交流、関係行政機関その他有識者との率直な議論をしたいと考えま
した。
　我が国は、古くからある万引問題の解決に本気になって取り組んできたとは言えないと思います。当機構が設立され
て10年以上が経過していますが、この間組織的万引の広がり、高齢者万引の増加、ネットオークションによる盗品売買
の出現等新しい状況が生まれてきたのに、これに対する対応方針は本格的な検討すら行われていないと言わざるを得ま
せん。その結果、万引は今や警察が把握する犯罪の中では1割を超えることとなり、検挙者の約3人に1人が万引犯とい
う異常な事態が続いています。このような事態を解決するための戦略、体制等についても確立されているとは到底言え
ません。今回の万引防止サミットを通じて、このような認識を共有するとともに、万引の被害はどれぐらいか、組織的
万引の被害実態はどのようなものか、万引犯の目的の違いにより、悪質性、常習性に違いがあるかその対応にも違いが
あるべきか、警察と被害者との関係は改善する点があるか、被害者相互の被害情報、犯人情報等の共有等の連携強化は
どうあるべきか、顔認証システムなどの利用をどう進めるべきかなどについて大いに議論したいと思います。
　そして、このサミットを、私たち万引に関わる全ての関係者の思いを一つにした、具体的な行動を起こすための決起
大会にしたいと思うのです。
　このような当機構の思いに小売業者の関係団体、多くの企業の皆さんが賛同され、また、関係行政機関も注目してく
れています。今後、主催者をどうするか、経費の工面をどうするか、この大会を広く知っていただく手立てをどうする
かなど多くの課題が山積しています。昨年からの経緯や準備委員会の発足についてご案内し、皆さんのご意見をいただ
きたいと思いますし、ご支援もお願いいたしたいと存じます。よろしくお願いいたします。

ごあいさつ
� 特定非営利活動法人　全国万引犯罪防止機構

� 理事長　竹花　　豊

―――――――――――――――――― 今後の重点計画 ――――――――――――――――――

　今後、万引問題の情報収集・分析・発信の拠点となるとともに、自ら必要な具体的対策の立案・実施部隊となる
ことを目指す。以下の点を重視して取り組を進める。

1）万引被害、万引犯人等に関する実態把握を充実する。そのため、業界毎の被害の特性を明らかにし、万引防止策
をおこなう。

２）被害者である小売業の自衛策をサポートする活動を充実、強化する。従業員の研修、万引されにくい店舗つくり
のアドバイス、万引防止に有効なシステムの導入・拡大に努力する。

3）関係小売店間の情報の共有できる仕組みの確立、普及する。顔認証等個人情報にかかわる情報を含むことから、
人権に充分配慮し、慎重な運用を心掛ける。

４）警察との連携強化を新たな視点で推進する。小売業と警察との協業を目指し、万引被害の分析、重要な万引犯や
常習万引犯の情報等の提供をシステム的に行う。

5）万引品の処分先に関する、情報の収集・分析を強化しネットでの処分に歯止めをかける。あわせて盗品識別の方
法の確実にするための個別認識番号等の印字を確実にする方向を推進する。

６）小売店の万引被害の民事上の補てんを可能にする仕組みの推進を行う。
７）地域社会での万引防止のためのパトロール等の取組みを広げる。
８）万引の実態等について効果的な広報に努める。
９）諸外国との連携を深める。
10）これらの対策を有効に進めるため法の整備、各地に合わせた条例の作成を働きかける。
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　常習万引・集団窃盗未然防止 国際サミット報告書は（一社）

全国警備業協会（TEL : 03-3342-5821（代））で好評販売中！

　米国と日本における万引犯罪に対する取組みについての情報交

換を行い、その対策についての内容をまとめた報告書です。米国

や世界の万引に関する統計資料などの情報満載！

　上記の書籍を購入された方、先着順で万引対策最前線 闘うリー

ダーたちのメッセージ集」を差し上げて

おります。

特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機

構 編集・発行

◎価格 2,000円（税込）

◎送料実費

万防必読の報告書
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平成28年通常総会のご来賓の皆様 経済産業省 商務流通保安審議官

住田孝之様
警視庁副総監

山下史雄様
警察庁生活安全局　生活安全企画課　都市防犯対策官

成田浩司様
東京都　青少年・治安対策本部　青少年・治安対策本部長

廣田耕一様
日本小売業協会 専務理事

高野秀夫様

退任される山村理事への

感謝状の贈呈式

160名以上の参加者

長野県警本部・大量万引への組織協業

（左より）

佐藤理事、住田経産省商務流通保安審議官、

若松理事、山下副総監

セキュリティ産業新聞

7 月10日号
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――大好評　 4 年目の壁新聞――

　 ６ 月中旬に平成２８年度万引防止啓発のための壁新聞を全

国の中学校と信用金庫に配布しました。今年で ４ 年目とな

る壁新聞ですが、多くの中学校よりインパクトがあって良

いという意見をいただいております。

ホームページからデータをダウンロードできます。

 アドレス：www.manboukikou.jp/pdf/situation２７5.pdf

本年のアンケートより
●夏休みの前のこの時期に届けていただけるので助かります。本校は
650人ほどの生徒がいる中規模の学校です。
　落ち着かない地区なので、事前指導として役に立ちます。保護者へ
の啓発はとくに重要と考えていますが、なかなか知らせる機会がない
ものです。リーフレットなどは間接的なアプローチができ、活用しや
すいです。
　今回は壁新聞を通して最大限効果が発揮できるよう、夏休み前に万
引きの啓発を全校集会などでしていきたいと思います。
　これからもお互いの場所で犯罪を未然に防ぐよう、力を注いでいき
ましょう。ありがとうございました。
●お恥ずかしい話ですが、本校でも毎年万引き事案が発生いたします。
それを指導するたびに、本人たちの罪の意識の薄さに落胆させられま
す。今更、「万引きはあかんねんぞ！」なんて当たり前のことを中学
生にもなってわからないのか？と、思いながら指導しております。
　やはり、教師側は当たり前のことだと思っていても、生徒には啓発
活動が大事だということを痛感いたしております。毎年配布くださる
壁新聞を目につきやすいところに掲示して、今後の啓発活動に生かし
ていきたいと思います。ありがとうございました。
●校内に掲示していますが，生徒も立ち止まり，興味を持って詳しく
読んでいる場面が見られます。
　少しでも生徒の心に響いてくれればと思います。
●今年度も万引き事案が発生しており，壁新聞だけではなく生徒・保
護者一人ひとりに配れるものがあるといいと思います。校内でもしっ
かりと指導していきたいと思います。
●壁新聞の内容は、なかなかいいと思います。啓発リーフレットや啓
発ＤＶＤも必要だと思います。
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平成28年 6 月16日開催　平成28年度通常総会記念講演より
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　「本会報や HP で、皆様との交流を深めるた

めに個人会員・組織会員の自己紹介コーナーを

企画しています。

　紹介希望の皆様は２00文字以内で原稿を事務

局にメールをお願いします。できる限りご紹介

させていただく予定です。他の会員の紹介推薦

も歓迎しております」

次号より会員紹介コーナー新設

ご来賓（日本小売業協会清水会長など）と記念写真

2015年 ORC国際サミットに参加して
株式会社丸善ジュンク堂書店　店舗管理部
　保安管理部関西店舗統括部部長　難波克行

　アメリカの現状は、集団万引き被害に遭う大企業が中
心になり州単位でORCA( 集団万引対策協議会 ) を作り、
業界や法人の枠にとらわれず、情報共有を行い適時州警
察やFBI にも情報を提供して捜査を依頼している。
　特にドラッグストア大手 ３ 社の被害は甚大である、
スーパー大手やメイシーズ百貨店、 GAP本社、さらに
ネット業界にも大きな打撃が有り、 eBay は社の威信を
かけ対策室を設けている。さらに防犯機材メーカーもサ
ポート体制を取っている、また犯罪学の専門家もスポン
サーからの資金援助を受け、様々な研究・調査が行われ
ている。
　まだ日本の小売業界やネット業界に規制がほとんど掛
かっていないこともあり、犯罪グループがアメリカで仕
事がし辛くなれば、今後日本が窃盗団に狙われる可能性
も充分有得る。それらを踏まえて日本の現状はどうなの
か？
　つい昨日も、地方の大型書籍店舗から報告があった。
2３歳の若者がギャンブル依存症に陥り、東京の大学に行
けなくなり実家に帰って来たものの、懲りずに万引きを
繰り返し、換金して得たお金をパチンコにつぎ込んだこ
とで、大量の被害に遭ってしまった。
　現在、親と古書店も交えて分割による被害弁済の交渉
に入ったところである。
　クレプト・マニアも増えていて、捕まえては家族へ連
絡するのを繰り返せねばならない店舗もあり、これらは
現在の日本の社会現象の縮図と言ってしまえばそれまで
だが、小売店の責任として、万引きされない店作りが、
結局犯罪者を生まないことに繋がる。
　今後も顔認証カメラなどの最新システムを積極的に導
入して、盗られる隙のない売り場作りを、業界力を合わ
せて急ぎ構築していかねばならないと痛感している。
　書店業界の大きな課題は、書籍に固体認証がないため
に、盗品とそうでないものの特定が出来ず、本人が認め
て、犯行現場の画像があっても、起訴されないこともし
ばしばある。
　メーカーである出版社も小売が被害に遭い続け倒産が
相次ぐと、結局販路が狭まり、通常ルートでの販売が立
ち行かなくなり、価格も安定せず良書普及にも悪影響が
及ぼしてしまう。
　サミット後の夕食懇親会時に、ドラッグストア担当者
などから、アメリカでも顔認証システムは高価で、小規
模店店舗が多いドラッグストアにはそぐわないが、基幹
店では活用している事を聞いた。
　またメイシーズは、値の張る３0％ほどの商品には独自
の固体認証用のタグを装着し、３0％には一般的なタグを
装着、残りはオリジナルブランドであるため自社商品と
すぐ判るのでタグは装着していないとの事であった。
　今後も引き続き防犯システム技術の導入が先行してい
るアメリカのモデルを参考にして、書籍に固体番号を付
与することなどの対策を現実化することが、日本の書店
業界の防犯上急務であると思われる。今回のご縁をうま
く活用し、メーカーと問屋、そして小売店とリサイクル
店が協力し合い、犯罪防止に役立つ具体的なネットワー
ク構築案を作れるよう、微力ながら努めて行きたい。
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役　　員 （平成２８年６月1６日現在）

No 組織 団体名・企業名 役職名 氏名

1 理事長 元東京都副知事、元警察庁生活安全局長、（株）東京ビッグサイト社長 竹花　豊

2 理事 愛知県書店商業組合 万引対策特別委員長 加藤和裕

3 理事 公益社団法人全国少年警察ボランティア協会 理事長 山田晋作

4 理事 日本万引防止システム協会 会長 戸田秀雄

5 理事 日本コンパクトディスク・ビデオレンタル商業組合 専務理事 若松　修

6 理事 日本書店商業組合連合会 会長 舩坂良雄

7 理事 日本チェーンドラッグストア協会 防犯・有事委員長 石田岳彦

8 理事 一般財団法人流通システム開発センター 元調査部長 佐藤　聖

9 理事 特定非営利活動法人全国万引犯罪防止機構 事務局長 福井　昻

10 理事 日本小売業協会 専務理事 高野秀夫

11 理事 日本百貨店協会 専務理事 近内哲也

12 理事 一般社団法人新日本スーパーマーケット協会 副会長 増井德太郎

13 理事 一般社団法人日本専門店協会 専務理事 元松明彦

14 理事 一般社団法人日本ショッピングセンター協会 専務理事 村田公昭

15 理事 日本レコード商業組合 渉外・政官担当理事 矢島靖夫

16 理事 公益財団法人全国防犯協会連合会 専務理事 田中法昌

17 理事 公益社団法人日本防犯設備協会 代表理事 片岡義篤

18 理事 認定 NPO 法人日本ガーディアン・エンジェルス 理事長 小田啓二

19 理事 日本チェーンストア協会 専務理事 井上　淳

20 理事 一般社団法人日本スーパーマーケット協会 専務理事 竹井信治

21 理事 一般社団法人全国警備業協会 専務理事 福島克臣

22 理事 一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会 専務理事 伊藤廣幸

23 理事 一般社団法人日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会 事務局長 大津直也

24 理事 一般社団法人日本ボランタリーチェーン協会 常務理事 中津伸一

25 理事 一般社団法人自動車用品小売業協会 事務局長 山下睦

26 理事 全国商店街振興組合連合会 最高顧問 桑島俊彦

27 理事 弁護士法人松尾綜合法律事務所 弁護士 菊間千乃

監事 渡部喬一法律事務所 弁護士 渡部喬一

（順不同、敬称略）

顧　　問 ミャンマー大使、元警視総監 樋口建史
運営組織 調査研究委員会委員長 加藤和裕
 普及推進委員会委員長 若松　修
 総務委員会委員長 戸田秀雄
 広報委員会委員長 菊間千乃

　本機構に携わるようになって、多くの小売
業の方々が、万引の被害、損失、対応で悩み苦
しんでいらっしゃることを知りました。生活
者の視点で地域の大切なお店、働く方々のお
役に立ちたいと思います。 菊間千乃

会員募集
　皆様の会費が万引犯罪を撲滅することを通じて社会貢献
に役立ちます。会員の特典や入会手続きは HP をご参照く
ださい。皆様のご参加をお待ちしております。
1 . 正 会 員： この法人の目的に賛同して入会した個人お

よび団体（総会は正会員をもって構成する）
2 . 賛助会員： この法人の目的に賛同し、運営を助成する

個人および団体（なお、当機構に特別のご
寄付を頂く「特別支援制度」があります。
資料をご請求下さい。）

3 . 特別会員： 万引犯罪の防止に顕著な貢献をすると理事
会で特別に認められ、総会で承認された個
人および団体 

会　　費
1 ．正 会 員（個人）5,000円、正 会 員（団体）50,000円
2 ．賛助会員（個人）5,000円、賛助会員（団体）50,000円
3 ．特別会員（会費免除）
会員特典
❶会報「万防時報」の送付
おおむね隔月に ８ 頁（万引犯罪動向、万引犯罪実態調査結
果、統計、会員動向、イベント・キャンペーン情報等を掲
載）の「万防時報」を刊行・送付します。
❷機構会員証の配布
入会会員には会員証を発行します。また団体会員の皆様に
は必要に応じて店頭等に貼付する会員証ステッカーを頒布
します。 
❸会員交流会への参加
年 ２ 回開催される会員交流会に参加し、他業界の方々と意
見交換できます。 
❹意見表明
総会・委員会活動・ホームページ（HP）等を通じて意見
表明できます。 
❺会員限定配布資料の購入

「小売業の為の万引防止環境設計ガイドライン」、「店長の
ための万引防止マニュアル」、各種委員会報告書等の資料
の配布を受けることができます。 
❻各種セミナーへの参加

「小売・サービス業万引防止セミナー」「店舗セキュリ
ティー担当者養成講座」等に参加できます。
❼ＨＰ会員頁へのアクセス
機構が開設するホームページのうち、会員に限定して公開
する頁にアクセスできます。 
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委員・講師派遣について
　普及推進活動の一環として、地方公共団体依頼のセミ
ナー、小売業団体からの万引防止講座、学校・PTA 主催
のセ―フティー教室やフォーラムへの委員派遣、家庭裁判
所や拘置所での講話を行っております。最近ではモデル店
舗認定の審査員や TV・ラジオへの出演など、活躍のフィー
ルドを広げております。その中で皆様との対話を強化して
いく所存です。ご相談ページを準備しましたのでご利用く
ださい。
寄付のお願い
　日本の規範を取り戻すためにあなたの寄付が必要です。
万引犯罪防止のための社会システムの構築が広く推進され
ていくためには、地域社会の生活者ひとりひとりの自覚と

ともに、広い社会からの支援の輪が必要です。つきまして
は、財政的支援のご意思をお持ちになる篤志家の方々に広
範なご協力を衷心よりお願い申し上げます。

日々の活動、委員会、講習会などはホームページをご参照
ください。


